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長岡市住宅リフォーム支援事業補助金
一般住宅リフォーム補助金交付申請書兼同意書
平成３０年　　　　月　　　　日

長岡市長　　様

（申請者）　　　（〒　　　－　　　　　）　　　　　　

住　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　
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電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　
次のとおり一般住宅リフォーム補助金の交付を申請し、下記同意事項について同意します。
（該当する□の中に☑を入れてください。）
	申請区分
	□　一般住宅改修（三世代同居申請　　□　する　□　しない）　

□　店舗等併用住宅改修

	対象住宅の所在地
	□　申請者住所と同じ
□　申請者住所と違う（長岡市　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	対象住宅の種別
	□　専用住宅　　□　集合住宅　

□　併用住宅［床面積：住居部分　　㎡　店舗部分　　㎡　合計 　　㎡］
　※現在は併用住宅として使用していない場合は専用住宅にチェックを入れてください

	建築時期
	明治・大正・昭和・平成　　　　　年 

	工事内容
	□浴室の改修
	□便所の改修
	□洗面所の改修

	
	□台所の改修
	□廊下の改修
	□階段の改修

	
	□手すりの設置
	□段差の解消
	□内装の改修

	
	□造り付け家具、家具固定改修
	□出入口・窓の改修

	
	□屋根の改修
	□外壁の改修
	□雪処理対策工事

	
	□雨樋等の改修
	□耐震改修
	□躯体の補強

	
	□給排水設備等の水廻りの改修
	□電気配線等の改修

	
	□増改減築、間取りの変更

	
	□空調設備の改修（店舗等併用住宅改修の場合のみ）

	工事箇所・仕様
	

	工　事　期　間
	平成３０年 　　月 　　 日　～　平成　　年　　 月 　　 日

（交付決定前に契約及び着工したものは対象となりません）　　　　　　　　　　　　

	総工事費
	　　　　　　　　　　　
円
	（リフォームに係る全体の工事費（税込））

	
	補助対象工事費
	　　　　　　　　　　　
円
	（税込）

	交付申請額
	　　　　　　，０００　
円
	（補助対象工事費の20％で10万円限度、三世代同居申請は20万円限度　千円未満切捨て）

	他制度による助成の有無
	□　無　　□　有（制度名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


（裏面に続く。）
裏
	本人同意事項
及び不承認事由
確認欄
	私は、本事業の申請に関する内容確認のため、住民登録状況及び納税状況、固定資産情報、他の制度の活用状況について、貴職において調査を行うことに同意します。

また、この申請書の内容について、暴力団排除のため、関係する官公庁へ照会する場合があることに同意します。

□　暴力団員又は暴力団関係者ではありません。

□　暴力団の利益になる利用ではありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　署名（自署）：　　　　　　　　　　　　

	事業概要
※店舗等併用住宅改修の場合に記入
	店舗名（業種）
	
（業種：　　　　　　　）

	
	事業主
	
（続柄：　　　　　　　）

※申請者本人が事業を営んでいない場合に記入

	
	事業開始年月日
	昭和・平成　　　　年　　　　月

	施工業者
※1 申請時には業者ごとに、見積書等が必要

※2 実績報告時には各業者との契約ごとに、契約書、領収書等が必要
	所在地
	長岡市

	
	名称又は氏名
	
（担当者：　　　　　　　　）

	
	電話番号
	

	
	所在地
	長岡市

	
	名称又は氏名
	
（担当者：　　　　　　　　）

	
	電話番号
	

	添付書類等
	―――――――　一般住宅改修、店舗等併用住宅改修共通　―――――――
□　建物の所有者、建築時期が確認できる書類の写し（固定資産税課税明細書等）
□　リフォーム工事見積書の写し（補助対象工事費の詳細が分かる見積書）
　　 店舗等併用住宅改修の場合は、店舗部分と住宅部分それぞれの見積書が必要
□　補助対象工事の内容が分かる図面（A３判又はA４判）

□　リフォーム工事施工前の写真（工事箇所が確認できるもの）

□　性能や効果が確認できる製品カタログ等の写し
□　居住地で発行される納税証明書（市外から転入する場合）

――――――――――― 店舗等併用住宅改修のみ ―――――――――――
□　事業を営んでいることを証明する書類（事業を既に営んでいる場合）

　　・個人事業主：青色（白色）申告書の写し

　　・法人：法人確定申告書の写し又は登記事項証明書の写し

□　住民票又は戸籍抄本（事業主が配偶者又は二親等以内の親族である場合）

	書類提出者
	□　施工業者と同じ　　□　申請者と同じ　　□代理人（　　　　　　　　）

	
	日中の連絡先
	□　施工業者　　□　申請者　　　□　代理人（　　　　　　　）

　（電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※申請内容について確認する場合があります。　平日の日中に繋がる電話番号を記載してください。


◎申請に当たっては、期限内に確実に実施できる工事であることを確認し、交付決定を受けた後に
　中止することがないよう御注意願います。
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